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― 今週のポイント ― 

政治：首相、全国弁護士連盟会長のスピーチ中に退席。 

       【炭鉱事故関連】炭鉱経営のソマ・ホールディング。 

軍事：PKK によるダム建設現場等の襲撃事件。 

        海軍艦隊、アフリカ諸国寄港。 

経済：トルコリラ堅調。    

     EBRDが本年のトルコ経済成長率を下方修正。 

治安：アンカラ、イスタンブールで炭坑事故抗議デモ隊が警官隊と衝突。    

      マルテペ市（アジア側）で強盗殺人事件発生。 

社会：ゲブゼ・ハルカル間（アジア側）の列車路線駅改良工事、2016年まで延長。 

      イスタンブール・アタテュルク国際空港、ヨーロッパ・チャンピオン。

政治 
【大統領選挙関連】 

●今後の大統領選挙日程 

･6月 29日（日）：大統領立候補申請の開始。 

･7月 3日（木）：大統領立候補申請の締切。 

･7月 11日（金）：官報にて大統領立候補者を公表。 

･8月 10日（日）：第 1回投票日。 

･8月 24日（日）：決戦投票日:(第 1回投票で決定しなかっ

た場合上位 2名の候補者に対して実施さ

れる) 

･8月 28日（木）：現大統領の任期終了日 

※在外トルコ人の投票期間:7月 31日～8月 3日（第 1回）、

8月 17～20日（決戦投票） 

（4月 15日付 M紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版、5月 7日付 HT紙 18面） 

●大統領選挙後の AKP 戦略 

野党が協力して大統領候補を選出しようと模索している

中、AKP は大統領選挙後の戦略を練っている。同戦略によ

ると、国会議員三期目を迎える AKP 議員は約 70 名いるこ

とから、今後 AKPから離反して右派政党に移籍しないため

にも様々な対策を立て、（三期目を終えた議員らが）無職

にならないための案を思案中の模様。 

対策案の内、①案は、AKP 内で元大臣経験者らから構成さ

れる約 20 名の上級意思決定機関を新設し、内閣を陰で支

える役を担う、というもの、②案は、市民組織や民間企業

の任務に就くこと、③4 期目に選出出来ない議員らの子供

や親戚が総選挙において新たな立候補者となること等が

提案されている。（5月 9日付 T紙 9面、Huseyin Ozay氏） 

●アフィヨンにおける AKP会合 

(1)セルチュック・オズダー議員（AKP）は T紙のインタビ

ューに答えて、AKP の大統領候補には言及がなかったもの

の、2015年総選挙の際には AKPとして 300議席を獲得した 

上で、同党の組織改編を実施し、新憲法を制定した後に大 

統領制ないしセミ大統領制に移行すると述べた。（5 月 13

日付 T紙 8面） 

●首相夫人、「首相のままでいて欲しい」 

エミネ・エルドアン首相夫人は、先週末にアフィヨン県に

て行われた会合の二日目に女性議員らと会話した際に、女

性議員らがエルドアン首相が（大統領に就任することで）

AKP 党首でなくなるのことを望んでいない旨述べたことを

受けて、「私も首相が大統領に就任するのを望んでいない。

党首として首相を継続する必要があると考えるので、どう

ぞそのように説得してください」と述べた。（5 月 14 日付

H紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

 

【炭鉱事件関連】 

●首相、閣僚は外国訪問キャンセル 

(1)14 日、エルドアン首相は同日アルバニアを訪問予定で

あったが延期し、西部マニサ県ソマ炭鉱事件に関して現地

入り予定。ギュル大統領は中国訪問をキャンセルし、15日

に現地入りの予定。（5月 14日付 HT紙 18面、15日付 T紙

7面） 

(2)首相府副官房長、抗議者に足蹴り 

14 日にソマ市役所において記者会見を終えたエルドアン

首相が、同市役所前で市民に向けたスピーチを行った際

に、あるグループが「政権退陣、エルドアン首相辞任！」

とのスローガンを叫び緊張感が高まった中、エルドアン首

相は抗議者と言葉を交わした後、怒って車に乗って現場を

離れた。車列が動き始めた後、イェルケル副官房長も車列

の一番最後に乗り込もうとした際に、一人の抗議者が警護

車を蹴ったことから、警察特別チームが同抗議者を地面に

押さえつけた。その際に車列に乗り込もうとしたイェルケ

ル副官房長が、同抗議者に対して 3～4 回足蹴りをした後

に車両に乗った。（5月 15日付 H紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 
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（5月 15日付 H紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

●炭鉱経営のソマ・ホールディング 

事故の起こった炭鉱を経営するソマ石炭経営社はソマ・ホ

ールディングの傘下にあり、同ホールディング経営者はア

ルプ・ギュルカン氏。同氏は 1970 年代にイズミルにおい

て鉛等の鉱物炭鉱等の経営を経た後、1984年にソマ石炭経

営社を設立し、ソマにおける石炭炭鉱に着手。2005年はギ

ュルカン氏にとって「輝かしい」年で、炭鉱収益の 1％と

引き換えに炭鉱を借用するという手法（Rödövans）を条件

に、トルコ石炭経営公社（TIK）の民営化決定を受け、ソ

マ石炭経営社はトルコ石炭機構（TTK）に次ぐ大手の石炭

生産企業となった。同社が TIKに売却した石炭によって、

与党 AKP は石炭無料キャンペーンを展開することができ

た。同社の 2012 年の収益は 3 億リラであったが、2014 年

の収益目標は 7億リラとなっている。2009年にはジネル・

グループよりソマにおける 1500 万トンの石炭埋蔵地を獲

得していた。 

ソマ・ホールディング社は炭鉱の他、2010年以降建設業も

開始しており、イスタンブール大市マスラック地区にトル

コにおいて二番目に高い Spine Tower（56階建て）を完成

させ、また Merzifon に 5 億リラ相当の地熱発電所建設計

画もある模様。AKPとの関係では、ソマ炭鉱経営社 GMのラ

マザン・ドール氏の夫人であるメリケ・ドール氏は 3月 30

日の地方選挙の際にソマ市市議会議員（AKP）に選出され

ている。（5月 15日付 T紙 3面、TZ紙 7面） 

●CHP党首、ソマ炭鉱訪問 

CHP は CHP 議員団をソマ炭鉱の現地に派遣し、クルチダル

オール党首は英国訪問をキャンセルして 14 日中にソマ炭

鉱を訪問予定。（5月 14日付 HT紙 18面） 

●CHP議員「炭鉱調査提案は 15 日前に否決された」 

(1)マニサ県選出のオズギュル・オゼル議員（CHP）はソマ

炭鉱で頻繁に生じる事故に関して、国会による調査実施の

ために昨年 10月に提案を行い、15日前の今年 4月 29日に

協議されたものの AKPにより否決されたと述べた。同議員

は、国会による調査提案は、労働・社会保障省の運用する

監査･管理基準では炭鉱事故対策には十分ではないためで

あったとした。（5月 14日付 HT紙 18面、15日付 T紙 7面） 

(2)ベコ DISK 委員長は、CHP による提案が国会で否決され

た 15 日後にソマ炭鉱事件が発生したことを受け、チェリ

ック労働社会保障大臣とユルドゥズ・エネルギー天然資源

相は辞任する必要があると述べた。また、労組 Turk-Is系

列の炭鉱労働者労働組合のアクチュル委員長の「一つの変

圧器によってどれほどの犠牲を払うことになるのか。特に

この企業（注：ソマ炭鉱を経営するソマ・ホールディング

を指すものと思われる）は大変慎重な企業であっただけに

大変悲しい」との発言は驚きであった。（5 月 15 日付 T 紙

6面） 

●各国の反応 

EU 拡大担当委員のフューレ議員はトルコ語及び英語にて

Twitter 上で追悼メッセージをツイート。リチャルドーネ

駐トルコ米国大使、ビルト・スウェーデン外相も Twitter

上で追悼の意をツイート。イラン、フランス、ロシアから

も追悼のメッセージが届いた。（5月 15日付 T紙 7面） 

●国会で黙祷 

14日、国会本会議においてソマ炭鉱事件に関連して 1分間

の黙祷が行われた。 

【全国弁護士連盟会長の過去の動き（4月）】 

●弁護士連盟会長、大統領候補の推薦はない 

フェイズオール全国弁護士連盟会長は、CNNTurk のテレビ

番組 5N1K において、同会長が今夏の大統領選挙の際に大

統領候補になるか否かの問いに対して、「立候補の推薦が

あれば皆さんとその情報を共有しますが、推薦されるとは

思わない」と述べた。（4月 16日付 CNNTurk ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

【首相、全国弁護士連盟会長のスピーチ中に退席】 

●全国弁護士連盟会長、記念行事にてスピーチ 

フェイズオール全国弁護士連盟会長は、行政裁判所の設立

146 周年祝賀式典においてスピーチを行い、最近の一連の

インターネットに関する法改正は憲法や欧州人権条約、法

律違反であると批判した。（5月 10日付 C紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

●首相、全国弁護士連盟会長に厳しい態度 

(1)エルドアン首相は、フェイズオール会長のスピーチが

予定時間以上よりも長く、政治的な内容であったことから

怒り、座席から立ち上がってフェイズオール会長の演壇に

にじり寄った。（5月 10日付 C紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

 
（5月 10日付 C紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

(2)11 日、エルドアン首相はアフィヨンカラヒサル県にて

行った会合の閉会式においても、フェイズオール弁護士連

盟会長に対する批判を続け、「（行政裁判所の）式典が毎年、

クーデター傾向のある者によって、政治家を「調教」しよ

うとする儀式に転じてしまうのは非常に不快である。（首

相の）任務にある限り、かような連中がスピーチを行う場

所にはどんなことがあろうとも出席しない」旨述べた。（5

月 12日付 HT紙 18面） 

(3)イシュレル副首相は、フェイズオール会長の演説に関

して、儀礼上のマナーに反するものであり、政治的内容の

ものであったとして Twitter 上でツイートした。（5 月 12

日付 HT紙 18面） 

●CHP副党首、弁護士協会会長を批判 

(1)ファルク・ローオール CHP副党首は、テレビ番組 Kanal7

においてフェイズオール会長の行政裁判所におけるスピ

ーチを批判し、「大統領や首相、弁護士協会会長にとって

それぞれプラスマイナス面というのもがある。同連盟会長

は表現の自由の観点から話すことは出来るものの、あらゆ

る所で全て話せるということではない。エルドアン首相が

厳しい態度に出たことに対して、同会長が冷静な態度をと

った点はプラスであったかもしれないが、与えられた時間



Istanbul Weekly                                                               vol.3-no.17 

※掲載内容は、トルコの新聞報道をまとめたものです。  3 

 

以上より遙かに長く話してしまった。こうした場において

は敬意を表する必要がある。さらに重要なのは、同会長は

司法の演壇において政治的な話をしたことであり、こうし

た理由から同会長は間違いを犯した」と述べた。（5 月 12

日付 HT紙 19面） 

(2)ローオール CHP 副党首のフェイズオール会長に対する

発言に対して、今度は CHP党内から同副党首に対して、「あ

なたは AKPのスポークスマンか？」との批判や反発の声が

上がった。（5月 14日付 HT紙 21面） 

●MHP党首も弁護士連盟会長を批判 

13日、バフチェリ MHP党首は党会合の際にフェイズオール

会長の発言を批判し、「同会長は民主主義を悪用し、自己

中心的な態度や一文一文から政治の匂いが漂う発言とい

うのはエルドアン首相を挑発したものであった。同会長は

役を盗んで首相を演じたようだ」と述べた。（5 月 14 日付

HT紙 21面） 

【サッカー関連】 

●全国弁護士連盟会長、Passolig を批判 

フェイズオール全国弁護士連盟会長は CNNTurkのテレビ番

組 5N1Kに於いて、「Passolig（サッカー試合観戦のために

新たに導入された Eチケットシステム）は集団による反対

シュプレヒコール（注：サッカー試合観客らによる反政府

抗議活動を指すもの）を恐れた結果が Passolig となった

（注：Passolig利用により登録者のみがチケット購入の上

入場出来るため、観客を事前にフィルターにかけられると

いう意味と指すもの）。これは最大の誤りで自由に反する

動きである。これに関して慎重な調査を行っている。裁判

を開く理由を見つけて、国民と分かち合いたい」旨述べた。

（4月 16日付 CNNTurk ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

●裁判所、Passolig運用停止命令 

(1)サッカー試合観戦用の Passolig（チャルック・ホール

ディング系列の Aktif 銀行に月額 15～40 リラを支払い、

一試合毎（観戦）に 2リラを支払う仕組みの銀行カード）

は、（インターネット上で購入するチケットの）配送費等

が必要となる他、Aktif 銀行に対して母親の旧姓情報など

秘密情報を通知する必要があることから、サッカーファン

らは同システムの導入に対して反発しており、試合観戦を

ボイコットするなどして最近のスタジアムの観客席は空

席が目立っていた。サッカーファン権利連帯協会

（Taraftar-Der）の弁護士らは、同システムの導入により

不当に扱われたとする消費者らの主張により、アンカラの

第 16 消費者裁判所に対策を採るように申し立てを行った

結果、同裁判所は Passolig システムの停止を命じた。ト

ルコ政府がチャルック・ホールディングに儲けさせるため

に行ったことは Passolig に留まらず、銀行調整監査機構

（BDDK）のクレジットカード支払いの分割払いにおいて最

も裨益しているのはチャルック・ホールディングである。

Aktif銀行は、PTT（トルコの郵便局）を同銀行の支店のよ

うに機能させ、PTT を分割払いによる収益源にしている。

（5月 9日付 T紙 4面） 

【メディア関連】 

●サバフ紙･ATVの所有者は依然としてチャルック・ホール

ディング 

チャルック・ホールディング系列のトゥルクアーズ新聞雑

誌印刷社は、昨年カルヨン建設社に売却されたサバフ紙･

ATV が、依然としてチャルック・ホールディング系列下に

あると明らかにした。（5月 9日付 T紙 9面） 

【野党 CHP関連】 

●【参考論調】CHP とクルド人 

CHP 系の人々は、クルド人が今夏の大統領選挙の際に立候

補するとされるエルドアン首相に投票する可能性が高い

ことに対して反発を示している。長期的に見た場合、CHP

が明らかに最も票を失うであろう政党で、かつ、同党に票

を投じた人々の自由が今後脅かされる可能性があること

は明らかだ。クルド人が CHPの言うことに耳を傾けるため

には、CHP としては具体的にクルド問題を憲法の枠組みで

どのように解決出来るのかに関する提案パッケージを提

示する必要がある。CHPはこれまで、政党足切り条項（10％）

を 3％まで引き下げることや、（クルド人の新春を祝う祭日

の）ネヴルーズを公式に休日とする等の提案を行ってきた

が、これは十分ではなくより具体的な提案を行っていくた

めに活動を開始することは可能である。CHP から期待され

ることは、（クルド語を含めた）母語による教育の導入、

さらに俯瞰的な「マクロな観点からの提案を提示し、議論

を生み出し、日和見主義的な沈黙の態度をとる AKPを隅に

追いやることである。CHP は既にリスクをとらないといけ

ない時を迎えている。（5月 13日付 T紙 8面、Yuksel Taskin

氏） 

【政権とギュレン運動との対立】 

JPモルガン証券の前 CEOである Arthur Sculley 氏は、「ア

ナトリアン・タイガー」【注】に関してここ 4 年程研究を

続けている。あるアナトリアン・タイガーが同氏に対して

語ったところによると（R紙のインタビュー）、「（アナトリ

アン・タイガーの）我々の心(hearts)はフェトゥッラー・

ギュレン師とともにある。我々の精神(mind)はエルドアン

首相とともにある。我々のビジネスの将来のためには、安

定が最も重要である」とのことで、「心はギュレン師、精

神はエルドアン首相」という公式は、実は今日の成功して

いるビジネスパーソンに有効なものである。 

また、アナトリアン・タイガーの一人であるセンボル建

設社オーナーのフェタッハ・タミンジェ氏（出身は東部ヴ

ァン県で 12 歳の時にアナトリア地方に移住）は、10 ヵ国

で 26 のリクソス・ホテルを開業した人物であるが、歴史

的な金角湾の造船所を 14 億ドルで落札・購入している。

同氏にペラ・リクソスホテルで面会した際に、同氏とのイ

スタンブールの風景を背景に写真撮影を行った際に、「ラ

クのボトルがテーブルの上に載っていないなら」とテーブ

ル付近での撮影に同意した。世界中に投資を行うようなビ

ジネスパーソンがラクのボトルを避けようとするのを想

像してみて欲しい。リクソス・ホテルではアルコール類は

販売されているが、タミンジェ氏は酒瓶の側に立って写真

に写ることさえ嫌がるという状況は一体どう説明出来る

のだろうか。私は分からなかった。（5月 13日付 HDN紙 11

面、Gila Benmayor氏） 

【注】アナトリアン・タイガー：トルコのアナトリア地方

を中心にして近年成長してきた新興企業を指す。 

【教育関連】 

高等教育機構（YOK）ギョクハン・チェティンサヤ会長は 2

年かけて作成した「高等教育ロードマップ」と題する報告

書を完成させた。同報告書の中で、現在義務教育が 12 年

制となったため 2016年以降の年間高卒者数は 85万人から

120 万人に増加する見込みであり、高卒者の中でもさらに

大学受験を目指す者の人数が増加するとして、大学以降の

高等教育に対する需要が高まるとされた。（5月 14日付 HT

紙 21面） 

【その他】 

●首相、CHP 党首から賠償金 

エルドアン首相は、クルチダルオール CHP党首が、①2013

年 6月 3日のテレビ番組、②同年 10月 29日に開催された

（アンカラ県内）タンドアン広場における CHP党会合の際
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に話した内容の中で、同首相に対する「個人の権利に対す

る攻撃及び重大な侮辱を行った」ことを理由に、10万リラ

の賠償金を求める裁判を申し立てていた。今回、同首相に

対して 1万リラの賠償金支払いを命じる判決が下った。（5

月 9日付 HT紙 20面） 

●トルコの出生率・結婚に関するデータ 

 

 
（5月 6日付 HT紙 6面） 

【トルコ･イスラエル関係】 

●マーヴィ・マルマラ号事件の事前合意内容 

トルコ外務省筋によると、トルコ及びイスラエルの両国政

府間で、(2010年 5月に発生した)マーヴィ・マルマラ号事

件の際に死亡したトルコ人 9 名の遺族に対して約 2100 万

ドルの賠償金が支払われることで事前合意がなされた。ま

た、建築資材等の人道支援物資をトルコから無条件でパレ

スチナに輸送が可能となる。これにより、パレスチナに対

する全ての人道支援物資はトルコを介してパレスチナへ

輸送されることとなる。（5月 13日付 HT紙 18面） 

【キプロス問題】 

●トルコ外相、「欧州人権裁判所の対キプロス賠償命令に

は従わない」 

(1)ダーヴトオール外相は、欧州人権裁判所がキプロス和

平作戦【注】に関して賠償金 9000 万ユーロをキプロス共

和国に支払うことをトルコに求めた判決に対し、「法的に

承認されていない国家に関してどの裁判所も判決に従わ

せることは出来ず、賠償金を支払う必要はないと考える」

と述べた。（5月 14日付 HT紙 22面） 

【注】キプロス和平作戦：1974年にギリシャ軍事政権の支

援を受けたギリシャ系キプロス住民がクーデターの動き

を見せたことに対して、トルコはトルコ系キプロス住民の

保護を理由にトルコ軍をキプロスに進攻させ、キプロス北

部を中心に全土の 37%を占領した。（以後、キプロス北部を

「北キプロス共和国」としてトルコのみが承認している） 

(2)欧州人権裁判所は、トルコ政府が賠償金 9000万ユーロ

を支払わなかった場合、①警告、②加盟国ステータスの凍

結、③加盟国からの脱退という 3つの制裁方法のいずれか

に申請出来る。トルコ外務省関係筋によると、これまで同

様の重い賠償金判決を受けたものの未払いによって制裁

を受けたことがない国は多数あるとし、またキプロスに関

する協議の速度が速まるだろうが、裁判所の決定によって

このプロセスの速度が逆に弱められるとも述べた。（5 月

14日付 HT紙 22面） 

【クルド問題・和平交渉プロセス】 

●国会議員、PKKによる誘拐に異議 

権利・自由の党（Hak-Par）のケマル・ブルカイ党首は、

最近子供の誘拐をし始めた PKKに対して、「（誘拐された）

子供や若者の血を流さずに元に戻してもらうよう PKKに対

して呼び掛ける」と述べ、誘拐された家族らによる対 PKK

抗議活動への支持を表明。（5月 12日付 HT紙 19面） 

●東部ハッカリで自然散策 

東部ハッカリ県において、青年奉仕スポーツ県総局は、「健

康的な生活、健康的スポーツ」と題して、自然散策を実施。

（昨年の）クルド問題和平プロセスの開始とともに軍と

PKK の衝突は生じておらず、軍による掃討作戦も停止して

いる。（5月 12日付 HT紙 16面） 

●イラン、「クルディスタン」に警告 

イラクのスレイマーニエ所在のイラン総領事館は公式 HP

上で「クルド地域政府とイランとの関係に関する見方」と

題して、①イラン政府として北イラク地域政府を過去支援

してきた経緯から、同地域内のエルビル及びスレイマーニ

エにイラン総領事館を開設した、②イラク、シリア、トル

コにおけるクルド人は少数派であるが、イランにおけるク

ルド人は多数派として生活していると主張、③イランのこ

れまでの北イラク地域政府に対する支援というのは、クル

ド人がイラク国内に留まる限りにおいてである旨を発表。

（5月 13日付 T紙 8面） 

 

【これまでの和平プロセスの流れ】 

2012年 12月 28日、エルドアン首相はオジャランとの面会

を再開したと発表。（2013年 3月 19日付 H紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

県名 新生児数

シャンルウルファ  4.31

シュルナック  4.08

アール  3.90

シールト  3.66

ヴァン  3.61

ムシュ  3.51

ビトリス  3.40

バトマン  3.30

マルディン  3.22

ディヤルバクル  3.13

県名 新生児数

クルクラーレリ  1.43
エスキシェヒ

ル
 1.46

エディルネ  1.46

キュタフヤ  1.50

チャナッカレ  1.50

バルトゥン  1.55

カラビュック  1.56

ゾングルダック  1.57

トゥンジェリ  1.58

ギレスン  1.61

篤信家  65.2％

アタテュルク派  63.9％

イスラム主義  57.7％

世俗主義  48.9％

宗教婚及び民

事婚
 95.9％

民事婚  2.4％

宗教婚  1.4％

結婚年齢 学歴ﾚﾍﾞﾙの傾向

 10-15才 低学歴

 10-21才 低学歴～中学歴

 24-34才 高学歴

出生率上位10県

出生率下位10県

何の主義・派に属しているか？

結婚の形式は？

結婚年令と学歴の関係

・トルコ人女性の70%以上が21歳

前に結婚。

・平均初婚年齢：19.5歳

出生率 新生児数（人）

2012年  2.09 1,286,828

2013年  2.07 1,283,062
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第 1回訪問：2013年 1月 3日（木） 

 BDP議員 2名（ｱﾌﾒｯﾄ･ﾄｩﾙｸ、ｱｲﾗ･ｱｶｯﾄ･ｱﾀ） 

第 2回訪問：2月 23日（土） 

 BDP議員 3名（ﾍﾟﾙｳﾞｨﾝ･ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ、ｽﾚｲﾔ･ｵﾝﾃﾞﾙ、ｱﾙﾀﾝ･ﾀﾝ） 

第 3回訪問：3月 18日（月） 

 BDP議員 3名（ｾﾗﾊｯﾃｨﾝ･ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

第 4回訪問：4月 3日（水） 

 BDP議員 3名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

第 5回訪問：4月 14日（日） 

 BDP議員 2名（ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

第 6回訪問：6月 7日（金） 

 BDP議員 2名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 7回訪問：6月 24日（月） 

 BDP議員 2名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 8回訪問：7月 20日（土） 

 BDP議員 2名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 9回訪問：8月 17日（土） 

 BDP議員 2名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 10回訪問：9月 15日（日） 

 BDP議員 2名（ﾃﾞﾐﾙﾀｼｭ、ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 11回訪問：10月 14日（月） 

 BDP議員 1名（ﾌﾞﾙﾀﾞﾝ） 

第 12回訪問：11月 9日（土） 

 BDP/HDP議員 3名（ﾍﾟﾙｳﾞｨﾝ、ｲﾄﾞﾘｽ･ﾊﾞﾙｹﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

第 13回訪問：2014年 1月 11日（土） 

 BDP/HDP議員 3名（ﾍﾟﾙｳﾞｨﾝ、ﾊﾞﾙｹﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

第 14回訪問： 3月 9日（日） 

 BDP/HDP議員 3名（ﾍﾟﾙｳﾞｨﾝ、ﾊﾞﾙｹﾝ、ｵﾝﾃﾞﾙ） 

【トルコから見たシリア情勢】 

●シリア国民連合議長、米国訪問 

シリア反体制派のシリア国民連合（SOC）ジャルバ議長は、

米国を訪問し、ホワイトハウスにてオバマ大統領の歓迎を

受けた。米国政府は、シリア国民連合を正式な政府として

認めており、SOC に対してシリア全国民を代表する包括的

な政府ビジョンを発展させるように奨励した旨述べた。（5

月 15日付 T紙 2面） 

 

軍事 
【PKK関連】 

●PKKによる襲撃事件 

12日、東部ディヤルバクル県リジェ地区でジャンダルマ基

地に物資を運んでいたトルコ軍スコルツキー・ヘリコプタ

ーが飛行中に PKK武装勢力から銃撃を受けた。同ヘリコプ

ターは、弾丸１発を被弾したが負傷者はなかった。 

また、同日東部シイイルト県のフェルナスダム建設現場を

PKK武装勢力が襲撃し、工事車両 5台を炎上させた。作業

員は現場から避難し、負傷者はなかった。（5月 13日 C紙

8面） 

【シリア関係】 

●トルコ軍 F-16 戦闘機 4機シリア国境においてロックオ

ンされる 

トルコ軍 F-16戦闘機 4機がシリア国境付近を哨戒中に、

シリアのロシア製ミサイル SA-2、SA-5、SA-11、SA-17か

ら 4分 50秒に渡りロックオンされていたことが判明。ま

た、シリアのロシア製ヘリコプターMI-8がトルコ国境 2.3

マイルに接近したことから、トルコ空軍がスクランブルを

実施。（5月 12日付 C紙 8面） 

●ISIL、アル・カーイダ勧告に反し、シリアから撤退しな

いことを表明 

ISILのアブ・モハメッド・アルアドナニ報道担当官は、5

月 11日にインターネット上に音声を公開し、アル・カー

イダからのシリア撤退勧告を批判した。アル・カーイダ指

導者のザワヒリ師に対して、「ジハーディスト（聖戦士）

は一つである。大きな間違いを修正すべきである。アル・

カーイダはアル・ヌスラの現リーダー・アブ・モハメッド・

アルジョーラニーを更迭すべきだ。このまま状態では我々

の戦いは続く。」と語った。（5月 13日付 HD紙 4面） 

 

【防衛装備品関連】 

●BMC社の買収先決定 

5月 8日、TMSF（トルコ預貯金保険基金）は、経営悪化に

伴い経営権譲渡を受けている軍装甲車等製造会社 BMC社を

Es（エテム・サンジャク）経済調査コンサルティング社に

3億 6000万ドルで売却した。（5月 9日付 HD紙 10面） 

●トルコ製ロケット明らかに 

トルコ純国産ロケット「ユルドゥルム（雷）」の写真が公

開された。アナドル通信が同ロケットを撮影し、紙面で公

開した。 

同ロケットは純トルコ産で射程 80～150㎞とのこと。（5月

12日付 C紙 8面） 

 
【国家転覆企図裁判関連】 

●バルヨズ事件弁護士、憲法裁判所前で待機（続報） 

バルヨズ事件のシューレ・ナズルオール弁護士（軍側）が、

バルヨズ事件の証拠は偽造されたもので違憲であるとし

て 5月 5日から憲法裁判所前に待機中であるが、同弁護士

を含む 4名の弁護士が 5月 8日、クルチ最高裁判所長官と

会談した。会談後、出席した弁護士によると、クルチ長官

は、「権利と自由のため、今後はより慎重を期していく。」

と約束したと述べた。（5月 6日付 C紙 6面） 

【一般】 

●軍予備役訓練 

軍は、2014年を訓練年として定め、予備役訓練を行う。4

月 22日、イズミル県ガーズィエミルにおいて、約 60名の

予備役を参集させ訓練を行った。訓練に参加する予備役は

65歳以下、選定は無作為に行われ、強制参加であることか

ら、大学教授や企業社長等も訓練者として選定されたり、

配偶者が妊娠中であっても参加が求められた。今後、コン

ヤ、バルケシル、マラティア、ディヤルバクル、カイセリ

等各県においても同様の訓練が行われる予定。訓練期間は

11～25日間。（5月 9日付 C紙 24面） 

●海軍艦隊アフリカ諸国寄港 

トルコ海軍艦隊（TCGヘイベリアダ等 4艦）は、5月 12～

14日にかけて、南アフリカ・ケープタウン沖で実弾射撃訓

練実施予定。その後アフリカ諸国 15カ国に寄港し、合計

して食料箱 4000個、学童用鞄 5000個、車椅子 50個等を

寄港先の国々に寄贈する予定。（5月 9日付 M紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 
 

経済 
●リラ堅調につき FX売り減少  

ウクライナ情勢の緊張緩和やイェレン FRB議長が量的緩和
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策の解除について今後も慎重に縮小していく旨等発言を

受け、国際市場における楽観的見方が広がり、対ドル・リ

ラ相場を押し上げている（リラ高）。中央銀行は同市場の

ポジティブな姿勢を反映し、日額の最小 FX オークション

額を 4000 万ドルから 2000 万ドルに引き下げると発表、8

日午後の対ドル・リラ相場は、1ドル＝2.068リラとなり、

昨年 12 月 25 日以来の最高値となった。（5 月 9 日付 HD 紙

10面） 

●リラ、昨年 12月以来の最高値  

欧州中央銀行（ECB）が 6 月の理事会に向けて、全 3 種類

の金利引下げや中小企業向け融資拡大の促進策などを含

む複数の政策措置実施を選択肢として準備していること

が明らかとなり、これを受けた国際市場に楽観的見方が広

がったため、14日、対ドル・リラ相場は、昨年 12月 17日

以来の最高値となる 1 ドル＝2.0617 リラを記録した。（5

月 15日付 HD紙 11面） 

●イスタンブール第三空港は財務省保証の対象外 

8 日、チャナクチュ財務次官は、イスタンブール第三空港

建設は、国家空港管理総局主導で公営企業（KİT）により

建設されるため、財務省による財務保証の対象外であると

した。同次官によると、財務省による財務保証の対象とな

るのは、独立して借入をする権限を有さない一般会計公共

機関のみとした。 

4月19日に公布された官報及び財務次官の発表した規制内

容によると、最低投資額 10 億ドルの BOT プロジェクト及

び最低 5億ドルの保健省、教育省によるプロジェクトが財

務省による財務保証の対象となる。実施企業に起因する過

失によりプロジェクトが失敗もしくは延期になった場合

は、プロジェクトに関連する借入の 85％が保証され、事業

実施機関の過失ではない場合は 100％保証対象となる。ま

た、同次官は、これまでに財務保証を供与したプロジェク

トとして、ユーラシア・トンネルとゲブゼ・イズミット間

の高速道路プロジェクトを挙げ、ボスポラス第三大橋につ

いては財務保証を供与すべく現在作業中とした。（5月 9日

付 Z紙 9面、HD紙 10面） 

●トルコ航空、第 1四半期で 2 億 2600万リラの損失 

9 日、トルコ航空の発表によると、本年第 1 四半期におけ

る損失は 2億 2630万リラで、昨年同期の 2230万リラの 10

倍以上の損失に拡大。同期間における売り上げは 35億9000

万リラから 51億 3000万リラに増加した一方で、為替相場

や燃料費増加（43％増）が影響。また、国内外の格安航空

会社に利益を浸食されている。他方、国内は 43 路線、海

外は 206路線に増加しており、海外 106カ国 248都市に就

航している。搭乗率は 78％。トルコ航空は小型機を 193機、

ジャンボ機を 47 機、貨物機を 9 機を保有している。（5 月

12日付 Z紙 7面） 

●工業生産上昇 

8 日、トルコ統計庁が発表した第 1 四半期における暦調整

後の工業生産指数によると、対前年同期比で 4.2％上昇。

本年第 1四半期はリラ安、高金利、政治的緊張があったに

も関わらず、予測を上回るペースで上昇している。（5月 9

日付 HD紙 11面） 

●物価上昇に対し賃金上昇は遅れ 

本年のインフレ率について、中央銀行が設定している本年

末時点での目標はは 7.6％。一方で、本年 1～4月までの 4

ヵ月間でインフレ率は既に 5％上昇した。年内残り 8 ヵ月

間で 2.6％以内の上昇率に抑えることは困難であり、特に、

家計支出の約 4分の 1を占めている食品・飲料（アルコー

ル飲料除く）部門では、年間物価上昇率は 13.2％、交通部

門における年間物価上昇率は 13.8％を記録している。 

また、賃金・給与に着目した場合、2005 年から 2008 年ま

での平均上昇率は、民間企業労働者の賃金は、0.2％の上

昇である一方、公務員の賃金は 4.1％の上昇であり、最低

賃金の平均上昇率は 2.5％。他方、同期間におけるトルコ

の経済成長率と比較した場合、同期間における平均成長率

は 4.4％であるが、民間企業、公務員ともに平均成長率よ

り低い賃金上昇率であることが分かる。労働者賃金につい

ては、経済成長の恩恵が反映されているとは言えない状況

である。（5月 12日 HD紙 10面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 世界銀行、再生可能エネルギー支援に貸付を承認 

世界銀行は、トルコにおける再生可能エネルギープロジェ

クト支援のために、総額 3 億 5000 万ドルの与信を行うと

発表。同銀行によると、3 億ドルは国際復興開発銀行によ

るもので、5年間の猶予期間の後、18年間での返済となり、

残りの 5000 

万ドルは、世界銀行が管理するクリーン・テクノロジー基

金によるもの。10 年間の猶予期間の後、20 年間で返済予

定。トルコは必要エネルギーの生成のうち、43％を天然ガ

ス、石炭と水力発電で 25％、再生可能エネルギーで 7％で

賄っている。（5月 13日付 HD紙 10面） 

●対外貿易、2 都市でほぼ停止状態 

トルコ統計局（TurkStat）の発表によると、本年第 1四半

期において、トルコ東部県のビンギョルとトゥンジェリで

は輸入額がゼロであった。同期間における輸出額は、ビン

ギョルでは 5 万ドル、トゥンジェリでは 6 万 1000 ドル。

一方、トルコの半分以上の貿易赤字を生み出しているイス

タンブールでは、輸出額は 206億ドルで、80億ドルの貿易

赤字。トルコ全国 81 県中、貿易黒字を生み出している県

はわずか 30 県。中でも南東部ガジアンテップでは、3 億

9440万ドルの貿易黒字。なお、トルコ全体における第 1四

半期の貿易赤字額は 172億ドル。（5月 13日付 HD紙 11面） 

●金貿易の調和が経常赤字を縮小 

13日、中央銀行の発表によると、3月の経常赤字は、対前

年同月比 43％減の 31億 9000万ドルで、本年第 1四半期の

累積経常赤字は対前年同期比 31％減の 114億 6000万ドル。
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また、経常収支の中の貿易赤字が 52億 3000万ドル減少し、

119億 9000万ドルに低下した一方で、純サービス収支が 2

億 2900万ドル増加し、26億 8000万ドル上昇したことが影

響しているとされる。経常赤字縮小のもう一つの要因とし

ては、昨年第 1四半期に 13億 1000万ドルの輸入超過であ

った金が、本年同期には 16億 5000万ドルの輸出超過に転

じている。 

なお、国際収支表の項目の一つである純誤差脱漏について

は、本年 3月は 24億 4000万ドルに達しており、昨年 9月

以来の高水準。第 1四半期の合計では 66億ドルで、直近 9

ヵ月間では 114億ドルとなっている。さらに、政府の中期

財政計画(OVP)では、本年の経常赤字は 555億ドルで、GDP

比で 6.4％となることが予測されている。（5 月 14 日付 HD

紙 10面） 

●財閥：サバンジュ躓く一方で、コチは利益拡大 

本年第 1 四半期におけるコチ・ホールディングの利益は

24％増の 5 億 6210 万リラであり、石油精製及び自動車事

業が牽引した。売上高は昨年同期の 136億リラから 157億

リラに増加。コチが所有するトルコ唯一の製油企業である

トプラシュは、対前年同期比 300％増となる 5億 1120万リ

ラの純利益を記録。自動車事業では、フォード・オトサン

が 15％増の 2億 300万リラ、イタリア・フィアットとの合

弁企業であるトファシュは 28％増の 1 億 3400 万リラの利

益。一方、サバンジュ・ホールディングの純利益は 27％減

の 4億 320万リラ。同ホールディング傘下の AK Bankの純

利益が 25％減少となったことが影響した。（5 月 14 日 HD

紙 11面） 

●EBRD が本年のトルコ経済成長率を下方修正 

14日、欧州復興開発銀行（EBRD）は、発表した経済レポー

トにおいて、本年のトルコの経済成長率は昨年より減速す

るとの予測を示した。本年当初からの政治的不確実性、金

融コスト高による国内需要と成長への圧迫等直面してい

るリスクプレミアムが高まっていることが影響。また、西

側諸国とロシアによるウクライナ危機についてもトルコ

の輸出需要や観光収入に影響するとしている。その結果、

本年末の経済成長率見通しを 3.3％（1 月時点での予想）

から 2.5％へと下方修正した。さらに、米 FED による量的

緩和縮小に関しては、トルコの成長を最も脅かすリスクと

しており、量的緩和縮小は、新興国市場への資金流入に想

像以上に重くのしかかるとしている。（5 月 15 日付 HD 紙

11面） 
 

治安 
【炭鉱事故関連】 

●炭鉱で爆発事故、数百人が閉じ込められ、死者多数 

(1)13 日、西部マニサ県ソマ市で発生した炭鉱での爆発事

故で、多くの坑夫が死亡し、200 から 300 名の坑夫が炭鉱

内に閉じ込められた。地下 2㎞の炭鉱内で電気分配機から

の出火に起因した爆発が事故原因とされる。メフメト・バ

ハッティン・アトチュ郡長は、炭鉱出口付近にいたため救

出された坑夫 20 名が入院したとし、マニサ県選出の AKP

議員ムザッフェル・ユルタシュ氏は、搬送された坑夫 20

名の死亡が確認されたと発表。 

ユルドゥズ・エネルギー大臣は多数の死傷者が出ているこ

とを認めたが、具体的な死傷者の数については発表せず。

現場では現在もレスキュー隊による救助活動が継続中。 

（5月 14日付 HD紙 1面等） 

 
（HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版より） 

(2)現在まで確認された死亡者は 282 名となり、トルコ共

和国史上最悪の炭鉱事故となった。未だ 100名以上の坑夫

が炭鉱内に閉じ込められている模様。トルコ国内・在外政

府機関は 13 日から 3 日間喪に服すため、国会を除く全て

の公的場所において半旗が掲げられた。 

1941 年以降、トルコ国内では炭鉱事故において坑夫 3000

名以上が死亡している。（5月 15日付 HD紙 1面等） 

(3)炭鉱事故の犠牲者の中に少年（15 歳）が含まれている

ことが判明。チェリック労働社会保障相は詳細な事実確認

を行うと記者に述べた。 

また、マニサ県カヴァク検事は、「我々はまず事故の責任

の所在を徹底的に解明する。そのために炭鉱経営会社 CEO

やオーナーも対象にして捜査する。容疑者の逮捕は捜査官

の報告書に基づいて行われるだろう。」と述べた。（5月 15

日付 HD紙 3面） 

(4)炭鉱事故で犠牲となったとされる少年（15 歳）の両親

が取材に応じて、「息子は 19 歳だった」と息子の ID を示

した。両親によれば、「息子の外見は若く見えたため、15

歳と思われたのかもしれない。」とのこと。（5 月 15 日付

HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版） 

 
（HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版より） 

●アンカラ、イスタンブールで炭鉱事故抗議デモ隊が警官

隊と衝突 

14日、アンカラの中東工科大学にデモ隊約 800名が集まり、

ソマ炭鉱事故に対する抗議デモを実施。エネルギー省へ向

かう際に、警官隊と衝突し、警官隊は催涙弾、放水にてデ

モ隊を鎮圧した。 

イスタンブールでは、炭鉱経営会社事務所前で数名の者が

座り込み、事務所外壁に「殺人者」と落書きをして「この

ビル（事務所）は労働者の血によって建てられた」と記載

されたプラカードを掲げて抗議を実施。 

また、イスタンブールのイスティクラル通りでは、労働組

合の呼び掛けに応じて参集した大規模デモ隊が警官隊と

衝突。警官隊は催涙弾、放水でデモ隊を鎮圧した。デモ隊

参加者数十名が警官隊により身柄を拘束された模様。（5月

15日付 HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版等） 
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イスティクラル通りの様子（5月 14日付 HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版よ

り） 

●参考論調「我々はこの事故を完全に忘れるだろう」 

今回の悲惨な炭鉱事故は、労働者の生命を軽視していたこ

とに起因する。事故発生のわずか 20 日前には野党 CHP か

ら同炭鉱に対する事故防止のための調査依頼が要請され

ていたのにも拘わらず、与党 AKPはこれを却下した。 

日本のような品格ある国で同様の事故が発生したら、責任

者は切腹するだろう。韓国で同じような大規模事故が発生

した際、韓国の首相は直ぐに辞任した。我々は過去にクル

ド人虐殺事件など多くの事件や事故を経験してきたが、す

っかり忘れてしまっている。責任の所在を明確にしないま

ま忘れ去ってしまっている。汚職事件や今回の事故のこと

も完全に忘れてしまうだろう。この国は、政府が望むよう

に、直ぐに（過去の事件や事故を）忘れてしまう人々が住

んでいる国である。（5 月 15 日付 TZ 紙 15 面、エムレ・ウ

スル氏） 

●ゾングルダック県でも炭鉱事故発生、1名死亡 

14 日午前 11 時頃、黒海側ゾングルダック県の無許可炭鉱

で、坑夫が瓦礫に埋もれ死亡する事故が発生した。坑夫は

地下 200m にて作業中に事故に遭った。坑夫は娘の学費を

稼ぐため、月給 2000 リラで働いていた。（5 月 15 日付 HD

紙 2面） 

【大規模汚職事件関連】 

●国会証人喚問での元経済相発言 

チャーラヤン元経済相は、大規模汚職事件の主要被告人で

あったレザー・ザラップ被告人から 70 万リラの時計の贈

与を受けたとされる疑惑に関し、「スイスの Patek Philippe

社の時計を新聞広告で見て欲しくなって購入した。請求書

はザラップ被告人関係者名義になっているが、保証書は私

個人名義になっており、代金は自分で支払った。」と国会

で発言。これに対し、Patek Philippe 社は取材に答えて、

「時計の新聞広告は出していないし、見せられた請求書の

番号は当社のものではなく不思議だ。また、弊社は保証書

に購入者の個人名を記載することはない。」と回答。（5 月

12日付 TZ紙 7面） 

●イランがトルコ・中国関係に悪影響を与える 

検察資料によれば、イラン人被告人レザー・ザラップ被告

人は元内相、元経済相に働きかけ、トルコの対中国輸出入

貿易を行ってきた。元内相は便宜の対価として、1000万ド

ルを同被告人から受け取り、元経済省はトルコ・イランの

金取引に間して、取引額の 0.5%の手数料、中国との食料

品・医薬品取引額の 0.4%の手数料を同被告人から受け取っ

ていたとされる。 

トルコは 2010 年から中国との戦略的パートナーシップ関

係を築いているが、今回の汚職事件は、これからの関係に

も悪影響を与えることになるだろう。（5月 13日付 TZ紙 3

面） 

【メーデー関連】 

●10代少年がメーデーで失明 

高校生の B.C.（10 代）がアンカラ市クズライ地区で発生

したメーデー集会で警察部隊が発射したゴム弾を左目に

受けて失明していたことが判明。家族らは警察に対する法

的措置を準備中。（5月 9日付 HD紙 2面） 

【テロ関係】 

●ハタイでレイハンルテロ事件の追悼式 

2013 年 5 月 11 日、南東部ハタイ県レイハンル地区で、2

台の車両爆弾が爆発し、52名が死亡、140名が負傷した事

件（レイハンル・テロ事件）は、一度のテロ攻撃による被

害者数で捉えると、トルコ共和国史上最悪のテロ事件とな

った。テロ事件から 1年を迎え、追悼式典がレイハンル地

区で開催された。（5月 12日付 HD紙 3面） 

●外相、アルカーイダ勢力がトルコの治安を脅かしている 

ダヴトオール外相は、トルコ政府がシリアで活動するア

ル・カーイダ勢力を援助しているのではないかと一部で報

道されている噂を否定。トルコは過去にアル・カーイダに

よる大規模テロ被害を受けており、国連安保理の枠組みの

中で、各国外相と連携しアル・カーイダに対する必要な措

置をとっていると語った。（5月 13日付 HD紙 4面） 

【PKK関連】 

●ジャンダルマ駐屯地建設現場に PKKの旗 

東部ディヤルバクル県シルヴァン地区のジャンダルマ駐

屯地建設現場に PKK と同オジャラン首領の旗が掲げられ

た。 

現場付近では、ジャンダルマ駐屯地の建設工事着工以来、

6 ヶ月間に渡り、BDP メンバーを含むデモ隊が現場付近で

デモを実施していた。13日、デモ隊により建設現場に PKK

の旗が掲げられる騒動が発生。 

同駐屯地はトンネル工事に伴う警備拠点として建設予定

されている。また、シルヴァン地区ではトンネル、ダム、

運河工事現場の警備のため、独自に 180名の村落警護員を

募集している。（5月 14日付 HD紙 2面） 

 
（HD紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版より） 

【一般】 

●シリア難民居住ビルが放火される 

7 日、アンカラ県アルトゥンダー地区で、シリア人難民が

住むビルの前で地域住民がシリア人から殴られる事件が

発生。一部地域住民らがこの報復として同ビルを襲撃、3

階建ての同ビルを炎上させた。襲撃した住民数名は警察に

よって身柄を拘束された。この火災で多くの負傷者が出た

模様。（5月 9日付 HD紙 2面） 

●機動隊員のヘルメット識別番号「消去」問題 

アラ内相は、ゲジ公園デモ発生時に一部機動隊員のヘルメ

ットに記載されていた識別番号にペットボトルのラベル

が貼られるなどして「消去（目隠し）」されたいたことに

対する国会質問に対して、「多忙」なことが原因であった

と答えた。 

内相によれば、当時機動隊員は毎日デモ現場に駆り出さ

れ、識別を確認している余裕がなかったとのこと。一部弁

護士等からは、違法行為を隠すために識別を故意に隠して

いたとの批判が出ている。（5月 9日付 HD紙 2面） 



Istanbul Weekly                                                               vol.3-no.17 

※掲載内容は、トルコの新聞報道をまとめたものです。  9 

 

●CHPが収監される母親に関する法案を準備 

野党 CHP は、妊娠中あるいは 11 歳以下の子供を養育する

母親が、5 年未満の禁固刑に処された場合、子供を親権者

に引き渡すまで刑の執行を猶予する法案を準備中。PKK に

出版物を供与したことでテロ組織幇助罪で公判中であっ

た女性が公判中に婚姻、現在生後 5か月の二子を出産、そ

の後禁錮刑の判決を受けた事案が発生。CHP は同事案を受

けて今回の法案準備に踏み切った。（5月 9日付 HD紙 4面） 

●極左グループのジャーナリストが釈放 

8 日、フュセイン・エルドアン受刑者（女性）を含むジャ

ーナリスト 3名が釈放された。エルドアン受刑者は、MLKP

のメンバーとして 155件のテロ関連容疑で起訴され、禁固

789年の判決を特別裁判所から言い渡されていた。その後、

特別裁判所の廃止、テロ対策法の改正（未決拘留期間にお

ける在監期間短縮）によって、公判を引き継いだイスタン

ブール高等刑事裁判所により身柄の拘束を解かれた。（5月

9日付 HD紙 4面） 

●トルコの子供 3249名が行方不明、多くは極東に 

「行方不明の子供プラットフォーム」代表ヤヒヤ・ドゥル

マズ氏は「トルコで現在行方不明になっている子供 3249

名の多くは極東に人身売買で連れて行かれている。中には

両親が売春組織に子供を売ったり、貸し出す事例もある。

子供達の多くはシリア、アフガニスタン、欧州、極東に運

ばれている。また黒海側サカルヤ県は人身売買の中継地と

なっており、エーゲ地方、黒海地方を介して子供たちはギ

リシャ、ブルガリア方面へ運ばれている。」と語った。軍

警察の発表によると過去 5 年間で 1 万 4412 名の子供が行

方不明となっており、使役目的や兵士養成のために誘拐さ

れている事例もあるとのこと。（5月 12日付 HD紙 2面） 

●ギュレン派による盗聴は 5年前のダヴォス会議後に始ま

った 

11日にアフィヨンカラヒサル県で開催されたAKP国会議員

らの集まった会合において、アラ内相は、「ギュレン派に

よる盗聴は 5 年前（2009 年 11 月 1 日）のダヴォス会議の

時に始まった。（同会議でエルドアン首相はガザ地区問題

についての発言を行っていた際に司会者に遮られたこと

対し「One Minutes」と言って発言を継続しようとしたが、

認められなかったため怒って、当時のイスラエル大統領を

演壇に残して会場を立ち去った。（「One Minutes 事件」）

この事件の後、2010 年 5 月 30 日、マーヴィー・マルマラ

事件（トルコの NPO催行によるガザ行き人道支援船がイス

ラエル軍の襲撃を受けトルコ人乗組員 9 名が死亡）が発

生。）その後、ギュレン派はエルドアン首相、フィダン MIY

長官、ジャーナリスト、学者等の盗聴を始めた。現在、監

査委員 425名が不法盗聴 198件の調査を実施中」と語った。

（5月 12日付 HD紙 2面） 

●幼児を売ろうと試みたシリア人母親、拘束さる 

イスタンブール県警は、キャウトハーネ市内で生後 3ヶ月

の赤ん坊を売ろうと試みたシリア人母親の身柄を拘束し

た。同母親は他のシリア人女性やトゥルクメン系シリア人

女性らと 3人で、同市内で自身の赤ん坊を売ろうとしてい

たところを私服警官に発見され、身柄を拘束された。（5月

13日付 HD紙 2面） 

●マルテペ市（アジア側）で強盗殺人事件発生 

13 日、20 万リラを銀行から引き出し不動産屋に向かって

歩いていた母親と息子が、追跡してきた男 3名に現金を奪

われた。現金入りのバックを所持していた息子と男が揉み

合いになり、息子がナイフで刺され重傷を負った。男らは

息子から現金の入ったバックを奪い、車両で逃走する際に

母親を轢き、母親は搬送先の病院で死亡。（5 月 14 日付 M

紙 4面） 

 
（M紙ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ版より） 

●ベイオール警察署、ひったくりは半数に減少（昨年比） 

イスタンブール大市新市街地区のタクシム広場、イスティ

クラール通り等繁華街を管轄するベイオール警察署は、管

内の一般犯罪発生件数（一部の犯罪種別）を発表し、過去

二年間を一年ごとに比較し（下記表参照）、ひったくりの

発生率は著しく低下したと発表。 

 

 
※ベイオール警察署管内で発生のもの 

（5月 14日付 HT紙 24面） 
 

社会 

●ゲブゼ・ハルカル間の列車路線駅改良工事、2016 年まで

延長 

施工主であるスペインの OHL社関係者の情報によると、マ

ルマライ・プロジェクトの工事の枠組みで近郊列車路線の

ゲブゼ・ハルカル間のいくつかの駅において駅改良工事が

実施されるため、同路線の運行開始はさらに 1年間延期さ

れ 2016 年内の開始となる見込み。完成した暁には、ゲブ

ゼ・ハルカル間が 105分以内で到達が可能になる。（5月 8

日付 HT紙 24面） 

●カラキョイで「大型」観光 

観光シーズンが始まって初めてとなる豪華大型船がイス

タンブールに到着し始めた。カラキョイ港へ次々に大型豪

華大型船が到着し、1隻につき乗客は約 2000～3000人。そ

の乗客らは旧市街地区のブルーモスク、アヤソフィア博物

館、その後グランドバザールを散策し、半日ボスフォラス

海峡ツアーに参加している。イスタンブールへの観光客数

は、1～3月の期間で、昨年同期比 10％増加、2013年は 198

万 7492 人から 2014 年には 219 万 8322 人へ増加した。（5

月 8日付 HT紙 25面） 

●イスタンブール・アタテュルク国際空港はヨーロッパの

チャンピオン 

TAV空港ホールディング（TAV）が経営するイスタンブール

のアタテュルク国際空港は、新たな便や行き先増設され、

「2014年ユーロ・アニーズ（Euro Annies） 賞」を受賞し、

「最新路線のある空港」に選ばれた。 

TAV社総支配人のケマル・ウンリュ氏は、「アタテュルク国

際空港は、急速に発展しながら航空業界で有名なハブ空港

の 1 つになり、また 2013 年にはフライト数 40 万 6000 に

より利用者 5130 万人に対してサービスを提供してきた。

アタトゥルク国際空港は、上記のデータでヨーロッパ第 5

犯罪種別 01.01.2013 01.01.2014 減少率

～2013.4.11 ～2014.5.11

強盗 91 48 -47%

侵入窃盗（事務所） 153 105 -31%

侵入窃盗（一般家屋） 338 186 -45%

車上狙い 223 95 -57%

詐欺 52 21 -65%

ひったくり 47 23 -51%
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位、世界で第 17位。現在、アタトゥルク国際空港は 70以

上の航空会社、264 路線の国内・海外へのフライトが出て

いる。（5月 9日付 H紙 16面） 

●トルコの水不足懸念 

最近、雨が降り続いたが、トルコにおける水不足の解消に

は至っていない。8 日時点でのイスタンブールのダム貯水

率は 26.4％、アンカラ 22.1％、イズミル 72.4％、ブルサ

55.7％と観測された。（5月 12日付 H紙 8面） 

●大橋、歩道橋化 

12 日朝 6 時 45 分頃にヨーロッパ側からアジア側へ向かう

第一ボスポラス大橋の出口にてトラックがメトロバス車

線のバリケードに衝突し、橋の両車線が通行止めとなり、

メトロバスも運行が不通となった。事故は両車線の交通を

完全に麻痺させ、第一大橋につながる道路を始めアジア側

では小道も影響を受けた。反対車線では事故を見物する車

により、渋滞がさらに悪化し、通勤客は始業時間に間に合

うためにバス車両から降りるなどして、ボスポラス大橋を

徒歩で渡った。何百人もの市民が大橋を徒歩で渡る光景は

（年一回開催される）「ボスフォラス大橋横断マラソン」

のようだった。交通渋滞は当日 10 時まで解消されなかっ

た。（5月 13日付 HT紙 23面） 

●トルコ、アルコール消費量年間 2.5リットル 

世界保健機関(WHO)は世界のアルコール消費量の調査報告

書に、トルコの 15歳以上のアルコール消費人口は 2010年

現在 17.3%、男性 19.7%、女性 8.2%。同消費人口の 63%は

ビール、ワイン 9%、その他のアルコール 28%を消費してい

る。トルコはアルコール消費量が最も少ない国の一つであ

り、一人当たりの消費量は 2.5リットル以下。トルコでは

1960～1975 年までの間は一人当たりのアルコール消費量

は 1 リットルであったが、1980 年以降、増加傾向にある。

（5月 14日付 M紙 24面） 

●アジア側に高級レジデンス建設 

アジア側フィキルテペにおいてセリムオール・グループと

パナ建設社が 15 億リラを出資し、高級レジデンス「ブル

ックリン・パーク」がを建設予定。731 戸が 37 万 9000～

78 万 9600 リラの価格帯で販売される予定。外国人が関心

を持つと予想されており、抽選販売される見込み。（5 月

15日付 HT紙 13面） 

●イスティニエの土地を入札 

首相府民営化局は、イスタンブール大市サルイェル市のイ

スティニエ地区の土地 15万 8498㎡の入札を実施。エムラ

ックコヌット GYO社、ダプ建設社、ターヒンジュオール不

動産が応札し、15日 17時 15分から交渉を開始した。この

土地には既に多数の観光施設や住宅、教育機関、ショッピ

ングセンター等が所在。応札業者が土地買収後にどのよう

な形で運用するのかは不明。なお、この土地売買で得た利

益は、教育のために活用されると発表されている。（5 月

15日付 HT紙 13面）

注：本文中の略語の正式名称は以下の通りです。 

 
注：本文中のニュースソースの略称は以下の通りです。

略語 正式名称 略語 正式名称

AFAD トルコ首相府緊急災害事態対応総局 ÖSB PKKの防衛隊

AKM アタテュルク文化センター OIB 首相府民営化管理庁

AKP 公正発展党 PKK クルディスタン労働党

BDDK 銀行監督庁 PYD シリア民主主義連合党

BDP 平和と民主主義党 RP 福祉党

BOT 建設・運営・譲渡方式 RTÜK ラジオ・テレビ高等機構

BSEC 黒海経済協力機構 SNC シリア国民評議会

CHP 共和人民党 SPK 証券取引監査院

DEP 民主党 SSM 防衛産業庁

DHKP/C 革命人民解放党/戦線 TAI(TUSAŞ) トルコ航空・宇宙産業会社

DHMI 国家航空局 TBB トルコ銀行協会

DISK 先進労働組合連合 TCDD トルコ国鉄

DTK 民主主義社会評議会 TDHB トルコ歯科医師会

DTP 民主社会党 TEI TUSAŞ 航空機エンジン産業会社

DYP 正道党 TESK トルコ商工業連合

EDAM 経済外交政策センター THY トルコ航空

EPDK エネルギー市場監督庁 TİKKO トルコ労働者・農民解放軍

İDO イスタンブール海上フェリー会社 TMMOB トルコ建設業組合

İHH 人権・自由・人道的援助基金 TOKI トルコ集合住宅開発局

İKSV イスタンブール文化芸術財団 TOMA 放水装甲車

İSO イスタンブール産業会議所 TPAO トルコ石油公団

İTO イスタンブール商工会議所 TTB トルコ医師会

KCK クルディスタン共同体同盟 TÜBİTAK トルコ科学技術研究機構

KESK 公務員労働組合連合 TÜİK トルコ統計庁

KPG 北イラク政府 TÜPRAS トルコ石油精製会社

MHP 民族主義者行動党 TÜSİAD トルコ産業･実業家協会

MİT 国家諜報機関 TÜYİD トルコ投資家関係協会

TYK トルコ高等教育評議会
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